
MEMBER ／協議会の構成員（全372 団体） 平成30 年3月現在

事業者 三菱重工業株式会社、川崎重工業株式会社、株式会社ＳＵＢＡＲＵ、東レ株式会社、中部航空宇宙部品生産協同組合、川崎岐阜協同組合、
天龍エアロコンポーネント株式会社、アイコクアルファ株式会社、愛知海運株式会社、株式会社青山製作所、曙工業株式会社、旭精機工業株式会社、
熱田起業株式会社、荒川工業株式会社、株式会社池戸製作所、株式会社石川精工、イズテック株式会社、株式会社磯村製作所、伊藤鉄工株式会社、
株式会社エアリス・エンタープライズ、株式会社エアロ、大羽精研株式会社、大見工業株式会社、尾張精機株式会社、有限会社加藤精密工業、株式会社蒲郡製作所、
株式会社カマタ製作所、木下精密工業株式会社、株式会社銀星、株式会社グローバル・アシスト、株式会社小池製作所、株式会社弘和鉄工所、株式会社小坂鉄工所、
株式会社近藤機械製作所、株式会社最新レーザ技術研究センター、株式会社三技、株式会社三光製作所、株式会社三光刃物製作所、三友工業株式会社、
三洋機工株式会社、株式会社真功社、シンフォニアテクノロジー株式会社、株式会社杉浦機械、株式会社スズキプレス、株式会社関山、株式会社髙木化学研究所、
髙木工業株式会社、高砂電気工業株式会社、高須工業株式会社、玉川工業株式会社、株式会社タマリ工業、中部日本マルコ株式会社、株式会社ＴＥＫＮＩＡ、
株式会社テックササキ、東南精機株式会社、東陽工業株式会社、東洋航空電子株式会社、東レハイブリッドコード株式会社、トーカロ株式会社、中村鉄工株式会社、
株式会社中村鉄工所、名古屋品証研株式会社、南天工業株式会社、株式会社西村製作所、ＰＤエアロスペース株式会社、ピーピージー・ジャパン株式会社、
株式会社フジワラ、プリズマット・ジャパン株式会社、株式会社放電精密加工研究所、株式会社松浦、株式会社松江鉄工所、マツダ化工株式会社、
株式会社松原製作所、株式会社瑞木製作所、三菱航空機株式会社、三菱ケミカル株式会社、三菱重工航空エンジン株式会社、株式会社美和製作所、
明光工業株式会社、株式会社名光精機、株式会社山下工作所、輸送機工業株式会社、株式会社吉見製作所、菱輝金型工業株式会社、株式会社和田製作所、
渡辺精密工業株式会社、アイギ工業株式会社、葵工機株式会社、旭金属工業株式会社、株式会社天野工業、今井航空機器工業株式会社、株式会社岩田鉄工所、
岩戸工業株式会社、イワヰ工業株式会社、ＡＰＣエアロスペシャルティ株式会社、恵那機器株式会社、榎本ビーエー株式会社、株式会社オイダ製作所、
株式会社大橋鉄工所、有限会社大堀研磨工業所、偕行産業株式会社、各務原航空機器株式会社、株式会社加藤製作所、株式会社加藤製作所、金属技研株式会社、
株式会社郡上螺子、有限会社ケーテクニカ、近藤技研株式会社、株式会社信立、有限会社角野製作所、誠和工業株式会社、株式会社太平洋久世製作所、
槌屋ティスコ株式会社、天龍コンポジット株式会社、東邦テナックス株式会社、徳田工業株式会社、鳥羽工産株式会社、有限会社名古路鉄工所、
ナブテスコ株式会社、株式会社ナベヤ精機、株式会社ナベヤ製作所、日電精密工業株式会社、日本プレス工業株式会社、株式会社服部精工、早川工業株式会社、
早川精機工業株式会社、株式会社光製作所、有限会社フジワテック、株式会社ペテマス、株式会社マルケン工業、瑞浪精機株式会社、株式会社水野鉄工所、
株式会社瑞穂製作所、名北工業株式会社、メイラ株式会社、株式会社ヤシマ、ヨシテク工業株式会社、株式会社和興、伊勢金型工業株式会社、
ＳＷＳ西日本株式会社、ＮＴＮ株式会社、エバ工業株式会社、キクカワエンタープライズ株式会社、株式会社北岡鉄工所、航空機部品生産協同組合、
真和工業株式会社、大起産業株式会社、東洋精鋼株式会社、株式会社トピア、株式会社中村製作所、株式会社南条製作所、長谷川機工株式会社、
株式会社光機械製作所、株式会社ＦＥＥＤ、扶桑工機株式会社、マコトロイ工業株式会社、三重樹脂株式会社、株式会社ＩＨＩエアロマニュファクチャリング、
有限会社愛光電子、株式会社アップルハイテック、飯田精機株式会社、飯田精密株式会社、イデアシステム株式会社、株式会社牛越製作所、有限会社大島電子、
株式会社小野製作所、加賀ワークス株式会社、株式会社共進精工、株式会社協電社、株式会社協和精工、クロダ精機株式会社、株式会社乾光精機製作所、
コーエー精機株式会社、山京インテック株式会社、三洋工具株式会社、三和ロボティクス株式会社、株式会社ＪＭＣ、シキボウ株式会社、株式会社しなの工業、
新和工機株式会社、有限会社伸和工作、株式会社ＤＡＩＫＯ　ＴＯＯＬ、株式会社ダイヤ精機製作所、株式会社タカモリ、多摩川精機株式会社、
多摩川テクノクリエイション株式会社、多摩川パーツマニュファクチャリング株式会社、多摩川マイクロテップ株式会社、塚田理研工業株式会社、
株式会社ティーエー・システム、株式会社テク・ミサワ、株式会社デジタル・スパイス、株式会社なかみつ、中村製作所株式会社、株式会社南信精機製作所、
株式会社西山精密板金、株式会社ｎｉｔｔｏｈ、日本ミクロン株式会社、株式会社ＮＥＸＡＳ、有限会社野中製作所、株式会社ハイデックス、株式会社浜島精機、
株式会社林精機、株式会社ピーエーイー、株式会社平出精密、平和産業株式会社、株式会社松本精密、有限会社丸高製作所、株式会社マルヒ、株式会社丸宝計器、
株式会社丸安精機製作所、有限会社森脇精機、株式会社矢崎製作所、株式会社ヤマト、大和電機工業株式会社、有限会社ユーズテック、有限会社横河計器製作所、
株式会社ヨシカズ、アイティーオー株式会社、アツミ工業株式会社、株式会社エステック、株式会社オリオン工具製作所、金子歯車工業株式会社、
サカイ産業株式会社、株式会社桜井製作所、庄田鉄工株式会社、株式会社テクノ・モーターエンジニアリング、浜松ホトニクス株式会社、富士工業株式会社、
株式会社ブローチ研削工業所、株式会社平安コーポレーション、マシン・テック・ヤマシタ有限会社、株式会社焼津精機  （計233 団体） 

行政 愛知県、名古屋市、豊橋市、岡崎市、一宮市、半田市、春日井市、津島市、碧南市、安城市、西尾市、蒲郡市、犬山市、常滑市、江南市、小牧市、稲沢市、
新城市、東海市、大府市、知多市、尾張旭市、豊明市、日進市、愛西市、清須市、北名古屋市、弥富市、みよし市、あま市、豊山町、大口町、蟹江町、飛島村、
岐阜県、岐阜市、大垣市、関市、中津川市、美濃市、瑞浪市、羽島市、恵那市、美濃加茂市、土岐市、各務原市、可児市、郡上市、海津市、笠松町、垂井町、
神戸町、輪之内町、安八町、大野町、坂祝町、川辺町、御嵩町、
三重県、津市、四日市市、伊勢市、松阪市、桑名市、鈴鹿市、亀山市、いなべ市、伊賀市、木曽岬町、東員町、
長野県、岡谷市、飯田市、諏訪市、伊那市、駒ヶ根市、茅野市、下諏訪町、富士見町、辰野町、箕輪町、飯島町、松川町、高森町、喬木村、豊丘村、
静岡県、浜松市、島田市、富士市、磐田市、焼津市、清水町、
名古屋港管理組合  （計94 団体）     
 

金融機関 株式会社みずほ銀行、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社八十二銀行、株式会社静岡銀行、株式会社清水銀行、株式会社大垣共立銀行、
株式会社十六銀行、株式会社三重銀行、株式会社百五銀行、株式会社京都銀行、株式会社百十四銀行、株式会社長野銀行、株式会社愛知銀行、株式会社名古屋銀行、
株式会社中京銀行、株式会社第三銀行、諏訪信用金庫、飯田信用金庫、アルプス中央信用金庫、浜松信用金庫、沼津信用金庫、三島信用金庫、遠州信用金庫、
岐阜信用金庫、大垣西濃信用金庫、東濃信用金庫、関信用金庫、岡崎信用金庫、瀬戸信用金庫、知多信用金庫、碧海信用金庫、西尾信用金庫、蒲郡信用金庫、
中日信用金庫、北伊勢上野信用金庫、桑名信用金庫、株式会社商工組合中央金庫、長野県信用組合、株式会社日本政策投資銀行  （計40 団体） 

経済団体 一般社団法人中部経済連合会、名古屋商工会議所  （計2 団体） 

大学・
その他の機関

中部国際空港株式会社、一般社団法人中部航空宇宙産業技術センター、国立大学法人名古屋大学（計3 団体） 

CONTACT ／ 問合せ先

アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会事務局（愛知県政策企画局企画課）
平成30年3 月発行

制作・発行

国際戦略総合特区に関すること

愛知県の航空宇宙産業の振興に関すること

岐阜県の航空宇宙産業の振興に関すること

三重県の航空宇宙産業の振興に関すること

長野県の航空宇宙産業の振興に関すること

静岡県の航空宇宙産業の振興に関すること

愛知県政策企画局企画課：052-954-6091

愛知県産業労働部産業振興課次世代産業室：052-954-6349

岐阜県商工労働部航空宇宙産業課：058-272-8836

三重県雇用経済部ものづくり推進課：059-224-2749

長野県産業労働部産業立地・経営支援課：026-235-7193

静岡県経済産業部商工業局新産業集積課：054-221-2512

最新情報はWEBで

http://www.pref.aichi.jp/kikaku/
sogotokku/index.html

検索航空宇宙クラスター特区

航空宇宙産業
クラスター形成特区

航 空宇 宙産 業 の 世界三 大 拠 点を目指して

アジア

中 部 か ら 世 界 の 空 へ フ ラ イ ハ イ ！

アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会



　中部地域は、我が国随一の航空宇宙産業の集積地と
して、その発展を支えてまいりました。平成23年12月
に愛知県・岐阜県が国際戦略総合特区「アジアNo.1
航空宇宙産業クラスター形成特区」に指定され、平成
25年10月には三重県まで、平成26年6月には長野県・
静岡県までエリアを拡げました。現在、中部5県の372の
企業や団体の参加により、フルセットのクラスター形
成に向けて大きく前進しております。
　この地域への航空宇宙産業の集積が進む中、航空機
産業では、今後、MRJの量産開始に加え、ボーイング
787の大幅な増産や、次世代大型旅客機ボーイング
777Ｘの生産拡大が予定されています。また、宇宙産業
の分野でも、愛知県で開発・最終組立が行われている
ロケットが、商業衛星などの打ち上げに続々と成功
しております。
　こうした背景をもとに、当地域における「航空宇宙
産業の生産高」や「航空宇宙関連の工場等の新増設件数」
が順調に伸びていることなどから、国の評価結果では、
全国7つある国際戦略総合特区の中で、平成24年度から
5年連続の最高評価を受けました。
　今後も、中部地域は、航空宇宙産業のさらなる集積と
生産能力の拡充に地域を挙げて取り組み、アメリカの
シアトル、フランスのツールーズに肩を並べる航空
宇宙産業の世界三大拠点の形成に向け、更なる飛躍を
目指してまいります。

大村 秀章

アジア No.1 航空宇宙産業クラスター
形成特区推進協議会 会長
愛知県知事

H23.12.22

H24.3.9

H25.10.11

H26.6.26

H28.3.31

特区計画の認定

国際戦略総合特区の指定
（愛知県・岐阜県の指定）

区域指定
（三重県への区域拡大）

当特区の主な出来事

区域指定
（長野県・静岡県への区域拡大）

特区計画の変更認定
（数値目標の改定等）

更に拡がる、航空宇宙産業クラスター形成特区ごあいさつ

川崎重工業株式会社 岐阜工場周辺地区
■川崎重工業株式会社 岐阜工場
    ボーイング 767・777 胴体パネル等部品製造、787 部品製造等
■川崎岐阜協同組合
    中小企業サプライヤーによる共同受注・決済
■天龍エアロコンポーネント株式会社等
    中小企業サプライヤーによる一貫受注体制の構築

川崎重工業株式会社 名古屋第二工場地区
■川崎重工業株式会社 名古屋第二工場
   ボーイング 767 胴体パネル組立

株式会社 SUBARU 半田・半田西工場地区
■株式会社 SUBARU 半田工場
    ボーイング 777・787・777X 中央翼組立
■株式会社 SUBARU 半田西工場
    ボーイング 787 中央翼部品製造

名古屋大学地区
■国立大学法人名古屋大学
　大学院工学研究科航空宇宙工学専攻、JAXA との連携講座、
   ナショナルコンポジットセンター

三菱重工業株式会社 大江工場周辺地区
■三菱重工業株式会社 名古屋航空宇宙システム製作所（大江工場）
    ボーイング777・777X 乗降口ドア組立、
　ボーイング767、777、787 部品製造、MRJ 等航空機部品製造
■東レ株式会社 名古屋事業場／アドバンスドコンポジットセンター
    航空機用プリプレグ向け機能性微粒子生産／炭素繊維複合材料の技術開発

特区に参画している市町村

平成30年3月現在

区域指定されている事業所等

「アジアNo.1 航空宇宙産業クラスター形成特区」は、
欧米先進地域と肩を並べ、アジア等新興国の追随を
許さない航空宇宙産業の一大集積地の形成を図るた
め、総合特別区域法に基づき国から指定を受けた国
際戦略総合特区です。

①ボーイング 787（©Boeing）　  ②MRJ飛行試験機初号機の初飛行（愛知県撮影）　
③ボーイング 777X（©Boeing）　④JAXA名古屋空港飛行研究拠点にある実験用航空機「飛翔」（JAXA 提供）
⑤ボーイング787の中央翼（株式会社 SUBARU 提供）
⑥ボーイング 787の前部胴体の金型に巻きつけられた炭素繊維を焼き固めるために使用されるオートクレーブ（川崎重工業株式会社提供）
⑦H-ⅡA ロケット（JAXA 提供）

表紙写真の解説
①

②

③ ④

⑤ ⑥

⑦

三菱重工業株式会社 飛島工場地区
■三菱重工業株式会社 名古屋航空宇宙システム製作所（飛島工場）
   MRJ 構造組立、H-ⅡA ロケット・H-ⅡB ロケット組立等
   宇宙ステーション補給機（HTV）組立等

三菱重工業株式会社 松阪工場地区
■三菱重工業株式会社 松阪工場
　MRJ 尾翼組立等
■航空機部品生産協同組合
　中小企業サプライヤーによる効率的な生産体制の構築

川崎重工業株式会社 名古屋第一工場地区
■川崎重工業株式会社 名古屋第一工場
　ボーイング 787 前部胴体、
　ボーイング 777・777X 胴体パネル組立

県営名古屋空港周辺地区
■愛知県 飛行研究センター
   JAXA 名古屋空港飛行研究拠点、産学行政連携推進コーナー
■三菱重工業株式会社 MRJ 技術試験場
   航空機の型式証明取得に必要な構造強度試験
■三菱重工業株式会社 MRJ 用格納庫
   県営名古屋空港県有地内
■三菱重工業株式会社 名古屋航空宇宙システム製作所（小牧南工場）
   MRJ 最終組立等
■三菱航空機株式会社
   MRJ の開発、製造、販売及びカスタマーサポート
   （製造は三菱重工業に委託）

三菱重工業株式会社名古屋誘導推進システム製作所地区
■三菱重工業株式会社 名古屋誘導推進システム製作所
　H-ⅡA 用ロケットエンジン、ロケット・衛星姿勢制御装置製造等



世界の宇宙産業市場規模（衛星製造・打ち上げ産業）

我が国の航空機産業は、現在までのところ依然として米国の10分
の1程度の規模であり、欧州主要国と比較して劣位にあるものの、
①世界の民間航空機市場において、今後20年間で約3万機、金額に
　して 4～5兆ドルの新造機の需要が見込まれること、
②我が国航空機産業が参画する国際共同開発事業が堅調な見通し
　であること、
③我が国初の国産ジェット旅客機であるMRJ の開発が進められて
　いること、
④機体構造・エンジン・装備品で参画可能な事業領域が残されて
　おり伸びしろがあること、
⑤今後の量産化や生産性向上に向けて、自動車等の他産業分野で
　培った技術・ノウハウや、ものづくり中小企業の潜在力のさら
　なる活用余地があること、
などから発展可能性が大いにあると考えられています。

また、航空宇宙産業は、自動車産業と比較して、部品点数が多く、
技術波及効果が高いことが特徴として挙げられます。

一方、世界の商業宇宙市場の規模は、今後拡大していく見通しで
あり、そのけん引役は新興国です。これらの国では、今後10 年間で、
過去10 年間に比べ 4 倍の人工衛星打ち上げが計画されているもの
の、自国内に宇宙産業基盤を必ずしも有していないため、人工衛
星や打ち上げサービスを商業市場から調達することが多くなって
います。こうした国々の増加は、商業宇宙市場の拡大につながる
ものであり、我が国を始めとする各国の宇宙産業にとっても好機
となりつつあります。

こうした中、我が国最大の航空宇宙産業集積地である愛知・岐阜・
三重・長野・静岡地域においては、国際戦略総合特区や自治体独
自の施策による支援措置が手厚く講じられており、さらなる企業
集積や航空機・宇宙機器の生産機能の拡大・強化を図っていくた
めの環境が整備されています。

日本の航空機・部品の5割以上、航空機体部品では
約8割を生産する中部地域は、我が国随一の航空
宇宙産業の拠点です。大手機体メーカー（三菱重
工業株式会社、川崎重工業株式会社、株式会社
SUBARU）のほか、機体の軽量化や燃費の向上を
図るうえで利用が拡大している炭素繊維複合材料
の製造・研究開発を行う企業（東レ株式会社等）や、
部品や工作機械を供給する企業などが多数集積
しています。

技術立国・日本だからこそ活躍できる産業です !!

出典：中部経済産業局「平成28年管内生産動態統計集計結果」（2017 年７月）

出典：Satell ite Industry Association の "State of Satell ite Industry Report"
（2012年版から2017年版まで）を基に
アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会事務局により作成

中部地域の生産高割合（2016年）

中部地域
生産割合

中部地域以外

航空機・部品
航空機、機体部品・付属装置、
発動機、その他

航空機体部品
航空機・部品のうち機体部品のみ

中部地域
生産割合

中部地域以外

航空宇宙産業が集積する
中部地域

伸びしろある   航空宇宙産業

航空宇宙産業は裾野が広く、技術波及効果の
大きな先端技術集約型産業です

技術波及効果
自動車の

倍

部品点数

倍
以上

自動車の

自動車との比較

出典：日本政策金融公庫総合研究所
　　　「航空機産業における部品供給構造と参入環境の実態」（2011 年３月）

ジェット旅客機の需要予測結果

出典：一般社団法人日本航空機開発協会
「民間航空機に関する市場予測 2017-2036」（2017 年３月）

今後20年間で約
倍

衛星製造売上高打ち上げ産業売上高

現在、海外の完成機メーカーをピラミッドの頂
点として、当地域には、１次下請に位置するティ
ア・ワン（Tier1）の大手機体メーカーのほか、
２次下請のティア・ツー（Tier2）が数多く立
地しています。

当地域では、更なる企業集積や航空機生産機能
の拡大・強化を図り、ピラミッドの裾野を広げ
るとともに、ピラミッドの頂点となる全機イン
テグレーション（完成機製造）技術を獲得し、
アメリカのシアトル、フランスのツールーズと
肩を並べる航空宇宙産業の世界的な拠点となる
ことを目指しています。

自動車に次ぐ、未来ある次世代産業へ
目標は航空宇宙産業の世界三大拠点の一つとなること

完成機
メーカー

海外
機体

メーカー

大手機体メーカー

部品サプライヤー

国・地方公共団体・大学など

Tier1 から完成機メーカーへ

 【Tier1 】

 【Tier2 】

 【材料・工作機械メーカー、他産業 】

サプライヤーのレベルアップ、
Tier1 化を目指す

MRO（整備、補修サービス等）
※MRO：Maintenance,
   Repair,Overhaul

他産業からの新規参入
による裾野拡大

拡 大

拡 大

拡 大

目標値 実績値

アジア No.１航空宇宙産業クラスター形成特区の数値目標
アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区では、中部地
域における航空宇宙産業の生産高など、５つの数値目標を掲
げています。2015年（度）までの実績は目標値を概ね上回っ
ており、今後も 2020年（度）まで延長した目標の達成に向け、
特区の推進に取り組みます。
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（億円）
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出典：中部経済産業局「管内生産動態統計集計結果」

②中部地域における航空機・部品の生産高

出典：財務省「貿易統計」等からアジアNo.１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会推計

（年度）

12,000

9,000

6,000

3,000

0

11,800億円7,400億円

①中部地域における航空宇宙産業の生産高

出典：一般社団法人日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データベース」等から
       アジアNo.１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会推計

出典：一般社団法人日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データベース」等から
       アジアNo.１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会推計

③中部地域における航空宇宙産業雇用者数

④中部地域における航空宇宙関連輸出額

出典：アジアNo.１航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議会調べ

⑤中部地域における航空宇宙関連の工場等の新増設件数
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アジアNo.1 航空宇宙産業クラスター形成特区が推進する事業

ボーイング 787 をはじめとする国際共同開発航空機の生産に対応できる体制の整備

ボーイング 787 等量産事業

ボーイング777Ｘの開発・量産に対応できる体制の整備

ボーイング 777X 開発・量産事業

©Boeing

①緑地規制の緩和
②課税の特例
③利子補給金

支援措置

①課税の特例
②利子補給金

支援措置

ボーイング 777Ｘの開発・量産に対応できる体制を整備する取組（工場の新増設、機械設備の導入等）
に対し、右の支援を措置しています。

ボーイング７８７をはじめとする国際共同開発航空機の生産に対応できる体制を整備する取組（工場
の新増設、機械設備の導入等）に対し、右の支援を措置しています。

ボーイング787における日本の生産分担（製造割合35％）

主翼ボックス

中央翼
中央翼と主脚格納部との
インテグレーション

前胴部位
主脚格納部

主翼固定後縁

ボーイング777X製造分担図（製造割合21%）

主な日本企業
三菱重工業株式会社、川崎重工業株式会社、
株式会社 SUBARU、東レ株式会社、
多摩川精機株式会社、ナブテスコ株式会社 等

主な日本企業
三菱重工業株式会社、川崎重工業株式会社、
株式会社 SUBARU 等

機体メーカーを支える中小企業の集団化・共同化による部品の一貫生産・供給体制の構築

関連中小企業の効率的な生産・供給体制構築事業

我が国初の国産ジェット旅客機であるＭＲＪの開発・生産に対応できる体制の整備

MRJプロジェクト事業

①課税の特例
②利子補給金

支援措置

一貫生産

発注企業（Tier１）

中小企業 中小企業 中小企業 中小企業

発注 納品

のこぎり刃型生産

発注企業（Tier１）

中小企業 中小企業 中小企業 中小企業

発注 納品

我が国初の国産ジェット旅客機である三菱リージョナルジェット（ＭＲＪ）の開発、生産に対応できる
体制を整備する取組（工場の新増設、機械設備の導入等）に対し、右の支援を措置しています。

①課税の特例
②利子補給金

支援措置

航空宇宙関連の中小企業が共同で、あるいは、航空宇宙関連の事業協同組合が、航空機部品のユニット
型受注に適応した情報システムなどの一貫受注システムを構築・導入する取組をはじめ、材料調達・管
理の共同化や工場アパートの整備などを行う取組に対し、右の支援を措置しています。

一括受注グループ企業

出典：一般社団法人日本航空宇宙工業会「航空宇宙産業データベース」を基に作成

©Boeing

出典：一般社団法人中部経済連合会機関誌『中経連』2015年12月号を基に作成

研削、表面処理、非破壊検査、溶接等の工程を各工程の優れた技術を持つ各社がそれぞれ担当する

産業構造変化への対応（イメージ）

ボーイング社

日本企業

その他

出典：ボーイング社 HP より

出典：ボーイング社 HP より

1294 機

現在までの
受注数

（2017 年12月末現在）

636 機

納入機数
2012 年 月産  ５機
2013 年 月産   7 機
2014 年 月産 10 機
2016 年 月産 12 機
2019 年 月産 14 機

日本企業

■ボーイング 787 をめぐる最近の動き

326 機

現在までの
受注数

（2017 年12月末現在）

777X の開発・製造について
ボーイング社と三菱重工業株式会社等、
５社が正式契約
生産開始2017年

2015年7月

初号機納入（予定）2020年

■ボーイング 777X をめぐる最近の動き

©Boeing

基幹ロケットをはじめとする宇宙機器の開発・供給に対応できる体制の整備

宇宙機器開発・供給事業

画像提供：JAXA

①利子補給金

支援措置

国の宇宙基本計画に基づく衛星打ち上げ数の増加等により事業規模の拡大が見込まれる基幹ロケットを
はじめとする宇宙機器の開発・供給に対応できる体制を整備する取組（工場の新増設、機械設備の導入等）
に対し、右の支援を措置しています。

出典：内閣府宇宙開発戦略推進事務局「宇宙基本計画工程表（平成29年度改訂）」（2017年12月）を基に作成

■宇宙機器をめぐる最近の動き

イプシロンロケット 2018年度から、H3ロケットとのシナジー
 対応開発計画に基づく基本設計を開始

新型基幹ロケット 2018年度から試験機初号機の
 実機製作着手（Ｈ３ロケット）

準天頂衛星 2018年度に 7 機体制の仕様を検討
 2023年度めどの 7 機体制に向けた
 着実な開発・整備の実施
次期技術試験衛星 2021年度の打ち上げを目指し、
 詳細設計及び各種試験を推進
Ｘ線天文衛星 代替機の2020年度打ち上げを目指し、
 設計・開発を推進

愛知県撮影 出典：三菱航空機株式会社HPより

（2018 年1月末現在）■MRJをめぐる最近の動き

387機

現在までの
受注数

2016年10月 米国での飛行試験開始

2015年11月 飛行試験機初号機初飛行

2020年半ば 量産初号機納入（予定）
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特区だからこそ使える強み！
総合特区制度の支援措置
アジアNo.１航空宇宙産業クラスター形成特区では、産業の国際競争力の強化のため、総合特別区域法に基づき、様々な支援
措置を活用できます。

税制上の支援

課税の特例（国際戦略総合特区設備等投資促進税制）
総合特区内で認定地方公共団体が指定した法人が、特区の戦略に合致する事業（６～７ページ参照）の用に供する機械、
建物等を指定期間内に取得した場合、法人税の特別償却又は税額控除が受けられます。

税 税

国際戦略総合特別区域計画の認定を受けた市町村は、工場立
地法に係る緑地規制等（緑地面積率：現行基準 20％以上、環
境施設面積率：同25％以上、重複緑地の緑地への算入率：同
25％以内）を条例により緩和することが可能です。

緑地規制の緩和（工場等新増設促進事業）

航空機の部分品等の免税手続に必要となる「減免税物品に関する帳簿」について、関税暫定措置法基本通達に定める様式に
かかわらず、関税暫定措置法施行令で求めている事項が記載された社内帳簿等の利用が可能です。また、輸入後に税関が行う
事後確認について、過去の確認実績に応じて柔軟に実施します（改正関税暫定措置法基本通達 H24.7.1 施行）。

関税免税手続の一部簡素化（全国規制緩和として実施）

既存不適格建築物について、増改築部分が現行基準に適合し、既存部分が現行基準に準ずる基準（耐震診断基準等）に適合
する場合等には、既存部分の延べ面積の2分の1を超える大規模な増改築が可能です（改正建築基準法施行令H24.9.20施行）。

既存工場の増築に係る建築規制の緩和（全国規制緩和として実施）

規制の特例

各府省の予算制度を重点的に活用した上でなお不足する場合に、各府省の予算制度での対応が可能となるまでの間、
内閣府から各府省に移し替えて機動的に補完します。

（国際戦略総合特区への支援額の上限は年間20億円 ※1つの事業の上限は原則として10億円）

財政上の支援

各府省の予算制度の活用
地域の戦略・提案に基づく総合特別区域計画の実現を支援するため、各府省の予算制度を重点的に活用します。

総合特区推進調整費

利子補給金（国際戦略総合特区支援利子補給金）
事業者の金利負担の軽減を図ることで円滑な事業実施に寄与することを目的に、国際戦略総
合特別区域計画の推進に資する事業を実施する事業者が、指定金融機関からの融資により資
金調達を行う場合に、政府が、指定金融機関に対し利子補給金（補給率 0.7％以内：指定金
融機関が事業者へ最初に貸付けした日から起算して 5 年間）を支給します。

金融上の支援

利
子

総合特別区域法に基づく支援措置の他、アジアNo.１航空宇宙産業クラスター形成特区に指定されている自治体では以下の
ような取組を行い、航空宇宙産業を支援しています。

地域独自の主な取組

大手機体メーカーからの高度な技術的要求に応えることは、中小企業にとって
大きな課題です。中部５県（愛知県・岐阜県・三重県・長野県・静岡県）の公設
試験研究機関では、中小企業からの技術的な相談や試験依頼等に応じています。

■「産業立地促進税制」による不動産取得税の免除・軽減（愛知県）
■ 信州ものづくり産業投資応援条例による不動産取得税の免除（長野県）など

地方税の減免

■「パワーアップ資金（企業立地）貸付制度」（愛知県）
■「産業活性化資金貸付制度」（岐阜県）など

融資制度

■「産業空洞化対策減税基金」による企業立地、研究開発・実証実験に対する補助（愛知県）
■「岐阜県企業立地促進事業補助金」による航空宇宙を含む成長産業の立地に対する補助（岐阜県）
■ 「三重県企業立地促進条例に基づく補助金」による成長産業、マザー工場、研究開発施設等の立地に対する補助（三重県）
■「長野県ものづくり産業応援助成金」による工場や研究所等の新増設に対する補助（長野県）
■「新規産業立地事業費補助金」による工場、研究所等の新増設の際の設備投資に対する補助（静岡県） など

補助・助成措置等

航空宇宙産業への新規参入や事業拡大の障害として、製造に必要な設備投資に多額のコストがかかることと、コストの回収に
長時間を要することが挙げられます。特区に参画している自治体では、地方税の減免等以下の支援措置を設けています。

設備投資のためのコスト軽減

航空機産業への新規参入に当たって重要な要素となる航空機産業特有の認証制
度（JISQ9100、Nadcap 等）を、中小企業が取得することは人材や資金などの面
から難しい実情があるため、助言や指導を行う専門家の派遣により円滑な認証
取得の支援を行っています。 

中小企業の認証取得支援事業

地域の航空機産業の拡大に伴い、開発、設計、生産技術・管理、製造などに携
わる人材の不足が懸念されています。地域の産業界や関係教育機関等が連携し
て航空機製造人材の育成に取り組むとともに、若年者へ向けた航空機産業を紹
介する取組も始めています。

人材育成・確保推進事業

海外の大手機体メーカーやそのサプライヤーが多数参加する国際展示会・商談
会への出展は、新規受注開拓や共同研究開発のチャンスです。継続参加は地域
の中小企業にとって大きな負担になるため、出展料補助やコーディネーターに
よる事前コンサルティング等の支援を行っています。

国際イベントを活用した販路開拓等推進事業

公設試験研究機関による支援　　　　　

専門家による認証取得に向けた指導の様子

あいち産業科学技術総合センター

機械・装置（２千万円以上）
～平成 30 年度

40％

40％

20％

開発研究用器具・備品
（１千万円以上）
建物・附属設備・構築物

（１億円以上）

平成 31 年度※

34％

34％

17％

特　別　償　却
～平成 30 年度

12％

12％

6％

平成 31 年度※

10％

10％

5％

税　額　控　除

エアロマート名古屋 2017 での商談会の様子

航空機現場技能職基礎知識講座の様子

※平成31年4月1日以後に指定を受けた法人の事業実施計画に記載される資産が対象



総合特区の３つのメリット措置（緑地規制の緩和、課税の特例、利子補給金）を実際に活用した事例をご紹介します。
特区の支援措置の活用事例

同社はボーイング777の中央翼を製造するために、平成2 年に愛知県から取得した工場
用地に、同社初となる臨海工場として、平成 4 年に半田工場を建設しました。その後、
787中央翼を製造するため、新たに組立工場建屋建設をはじめとする機能拡張を行い
ました。この拡張工事を実施するために特区の緑地規制の緩和が大きく貢献し、設備
投資のコストを抑制することができました。また、平成28年には敷地内に新たに777Ｘ
中央翼組立工場建屋も建設し、更なる機能拡張を行いました。

株式会社SUBARU・半田工場（平成24年12 月に緑地規制の緩和を活用して増設）

緑地規制の緩和

課税の特例

利子補給金

同社は、ボーイング 787 の部品等の寸法検査・校正のため、愛知県小牧市にある同社
事業所において三次元測定機を導入しました。この機械は最新式であり、高価である
ため、導入に際してはコスト面などを含め慎重に検討しましたが、課税の特例を利用
できることが導入の決め手の一つになりました。

名古屋品証研株式会社（平成29年12月に課税の特例を活用して設備投資）

同社は、航空宇宙構造体の組立作業の大型化等に対応するため、名古屋市内に新たな
工場を建設しました。工場建設のため多額の費用を金融機関からの融資により調達
することを検討しましたが、その際課題となったのは、借入金に対する利子負担でした。
利子補給金の活用により利子負担が軽減されるため、建設に係るコストを軽減する
ことができました。これは、「宇宙機器開発・供給事業」による利子補給金の最初の
活用事例となりました。

株式会社テックササキ（平成28年８月に利子補給金を活用して設備投資）

同社は、長野県飯田市大休の第 1 事業所内に温度、湿度環境を規定の範囲内に保つこと
が出来る温湿度制御塗装ブースを導入しました。航空機用のモータやセンサー、電動アク
チュエータ等のコンポーネントの塗装では、塗装工程での温度、湿度環境が規定されて
います。利子補給制度を利用した本設備投資により、天候や寒暖差に影響されること
なく一年を通し安定した塗装品質を確保、保証できるようになりました。

多摩川精機株式会社（平成28年11月に利子補給金を利用して設備投資）

同組合は、 中小企業各社が企業間の垣根を越え、ボーイング機種やMRJの航空機部品の一貫生産
体制を実現すべく、長年航空機部品の生産に携わってきた企業を中心に10社で結成されました。
三重県松阪市の同一建屋に集結し、各社が培ってきた要素技術に加え、自動車産業の生産管理・
物流ノウハウを取り込み、月産レートの高い機種の部品を効率的に一貫生産できる拠点として、課
税の特例を活用して「松阪クラスター共同工場」を整備しました。

航空機部品生産協同組合（平成29年1月に課税の特例を活用して共同工場整備）

同社はボーイング７８７等で使用される飛行姿勢制御システムの部品に係る受注増および
生産効率化に対応するため、岐阜県垂井町にある同社航空宇宙事業の主力工場である岐
阜工場敷地内に、電気油圧サーボバルブ（EHSV)専用工場と表面処理工場を新設しました。
特区の緑地規制の緩和により、各工場新設に必要な用地として既存敷地を有効活用する
ことが可能となったため、設備投資負担の軽減ができました。

ナブテスコ株式会社（平成28年11月に緑地規制の緩和を活用して増設）

株式会社 SUBARU 提供

名古屋品証研株式会社提供

ナブテスコ株式会社提供

多摩川精機株式会社提供

株式会社テックササキ提供

航空機部品生産協同組合提供

総合特別区域の指定

○総合特区の支援措置を受けるためには、まず、支援措置の活用を希
望する場所（設備投資を行う事業所や工場の所在地）について国か
ら区域指定を受ける必要があります。区域指定の申請は、原則、地
番単位で行います。

○国への申請にあたり、関係自治体が、「地番の詳細」や「事業概要」、「活
用を希望する支援措置」、「設備投資の見通し」などについて調査を
行います。

○申請にあたっては、自治体、事業者、金融機関等から構成される地
域協議会（アジア No.1 航空宇宙産業クラスター形成特区推進協議
会）に参画していただきます。

支援措置を受けるまでの流れ
総合特区の支援措置を各事業者が受けるまでの流れを紹介します。

総合特別区域計画の作成・認定

各種支援措置の個別手続

○step.1 により区域指定を受けた場所（設備投資を行う事業所や工場の所在地）
において、具体的にどのような総合特区の支援措置（緑地規制の緩和や課税
の特例、利子補給金）を活用するかを明らかにするために、国際戦略総合特
別区域計画を作成し、国から認定を受けます。

○国への申請にあたり、関係自治体が、「設備投資を行う場所」や「設備投資
の内容」、「取得しようとする設備の金額」、「設備の取得時期や供用開始時期」
について調査します。

申請のタイミングは原則、年３回です。
目安： ５月受付　⇒　６月認定
 ９月受付　⇒　11 月認定
 １月受付　⇒　３月認定

○緑地規制の緩和を希望する場合には、step.2 で国際戦略
総合特別区域計画の認定を受けた後、新増設を予定する
工場等が立地する市町村による総合特別区域法に基づく
条例の制定が必要です。

○課税の特例の活用を希望する場合には、step.2 で国際戦
略総合特別区域計画の認定を受けた後、設備投資を予定する工場等が立地する県域を所管す
る県により、課税の特例に係る法人の指定を受ける必要があります。

○利子補給金の活用を希望する場合には、step.2 で国際戦略総合特別区域計画の認定を受けた
後、国が定期的に募集する「総合特区支援利子補給金の受付」に、融資を行う金融機関を通
じて応募していただく必要があります。利子補給金の受付は、2月、4 月、7 月、10 月、12 月（募
集残がある場合のみ）の年 5 回行われます。

※手続の詳細については、裏表紙に記載してある各県の担当課にお問い合わせください。

受 付


